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第 1章 日田市の中小企業を取り巻く環境                       

１．日田市の経済・産業構造等の概要 

①市内総生産と市民所得：緩やかな回復基調 

 市内総生産は、世界金融危機以降、平成 23（2011）年度から緩やかに増加し、平成 27（2015）

年度には、飲料製造業等の生産減により、一旦減少したものの、その後平成 29（2017）年

度までは、順調に伸びています。しかしながら、平成 30（2018）年度以降は、再び、飲料

製造業及び災害復旧工事の終了に伴う建設業の受注減により、市内総生産は減少していま

す。 

また、1 人当たりの市民所得は、平成 21（2009）年度以降、緩やかに増加していたもの

の、平成 30（2018）年度以降は、減少傾向にあります。全国平均と比較すると、令和元（2019）

年度の所得の差は 522 千円と、依然として大きな差が開いています。 

（資料）大分県「令和元年度市町村民経済計算」、内閣府「令和 3 年度国民経済計算年報」 

 

（資料）大分県「令和 2 年度県民経済計算」、「令和元年度市町村民経済計算」 
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②人口の推移と見通し：将来人口 5万人を目標 

 本市の人口は、昭和 30（1955）年の 99,948 人をピークに減少しており、国立社会保障・

人口問題研究所（以下「社人研」）が令和 5（2023）年に公表した人口推計を準拠した国の

データでは、令和 22（2040）年の人口は 46,086 人と令和 2（2020）年の国勢調査人口 62,657

人と比較し、16,571 人、26.4％の減少が見込まれています。 

 このため、本市においては「日田市まち・ひと・しごと創生」人口ビジョン（以下「人

口ビジョン」という。）を策定し、自然増対策及び社会増対策に積極的に取り組み、確実に

人口減少を抑制することにより、社人研と比較して、令和 22（2040）年においては、人口

56,930 人（社人研比で 10,844 人増）、令和 42（2060）年においては、総人口 50,000 人規

模を目指しています。 

 また、年齢 3 区分別人口の推移をみると、平成 7（1995）年以降、65 歳以上の老年人口

が 14歳以下の年少人口を上回っています。人口ビジョンでは、令和 12（2030）年から年少

人口が増加に転じ、15 歳から 64 歳までの生産年齢人口も令和 32（2050）年から増加に転

じることで、人口構成の改善を図っていくこととしています。 
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（資料）総務省「国勢調査」、「日田市まち・ひと・しごと」人口ビジョンより独自推計 

 

 

 

 

 

(資料)「日田市まち・ひと・しごと」人口ビジョン 

推計値→ 
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③従業者規模別事業所数・従業者数：市内事業所のほとんどが中小企業 

 市内の事業所数、従業者数を従業者規模別にみると、従業者 300 人未満の事業所は、事

業所数では全体の 99.9％、従業者数では 100 人未満が市内全従業者数の 85.2％を占めてお

り、市内に立地する事業所のほとんどが中小企業です。また、全国や大分県と比較すると、

従業者 9 人以下の経営規模の小さな事業所（日田市 85.6％、大分県 80.9％、全国 79.2％）

の比率が高いことが伺えます。また、平成 28（2016）年の調査結果（事業所数 4,088 事業

所、従業員数 28,862 人）と比較すると、コロナ禍等の影響もあり、▲267 事業所、▲854

人と大きく減少しています。 

 

（資料）総務省「令和 3 年経済センサス 活動調査」  

実数 実数

総数（公務を除く） 3,821 100.0% 100.0% 28,008 100.0% 100.0%

0～4人 2,762 72.3% 6,866 24.5%

5～9人 507 13.3% 4,025 14.4%

10～29人 407 10.7% 7,211 25.7%

30～49人 84 2.2% 3,251 11.6%

50～99人 36 0.9% 2,513 9.0%

100～299人 24 0.6%

300人以上 1 0.0% 0.0%

実数 実数

総数（公務を除く） 50,589 100.0% 100.0% 475,034 100.0% 100.0%

0～4人 33,255 65.7% 84,034 17.7%

5～9人 7,712 15.2% 59,618 12.6%

10～29人 7,016 13.9% 122,310 25.7%

30～49人 1,399 2.8% 55,031 11.6%

50～99人 784 1.5% 54,927 11.6%

100～299人 361 0.7% 59,219 12.5%

300人以上 62 0.1% 0.1% 39,895 8.4% 8.4%

実数 実数

総数（公務を除く） 5,156,063 100.0% 100.0% 57,949,915 100.0% 100.0%

0～4人 3,298,111 64.0% 8,453,555 14.6%

5～9人 783,998 15.2% 6,098,041 10.5%

10～29人 760,196 14.7% 13,431,490 23.2%

30～49人 152,822 3.0% 6,006,435 10.4%

50～99人 98,152 1.9% 6,945,889 12.0%

100～299人 50,078 1.0% 8,129,914 14.0%

300人以上 12,706 0.2% 0.2% 8,884,591 15.3% 15.3%

99.8% 84.7%

99.9% 91.6%

日田市

事業所数 従業者数

構成比 構成比
大分県

構成比

事業所数

構成比

従業者数

99.9%
85.2%

従業者規模別事業所数・従業者数（令和3年）　　　　(単位：事業所、人)

4,142 14.8% 14.8%

全国
事業所数 従業者数

構成比 構成比
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④産業大分類別の事業所数・従業者数：小規模な製造業が多い 

 市内の産業構造を事業所数、従業者数の構成比からみると、事業所数では卸売業・小売

業（24.4％）、宿泊業、飲食サービス業（11.4％）、建設業（10.2％）、製造業（9.7％）の

順に高くなっています。県下の自治体で特に製造業の占める割合は、日田市（9.7％）が最

も高く、次いで佐伯市、臼杵市（8.9％）、実数でも大分市（743 事業所）に次いで２番目に

多い 369 の事業所を有しています。 

 また、従業者数の構成比では、医療、福祉（18.9％）、卸売業・小売業（18.7％）、製造

業（16.6％）の順に高くなっています。県下の自治体で全産業の製造業の占める割合は、

事業所数では最も高いものの従業者数では 9 番目となり、市内には小規模な製造業の事業

所が多いことが伺えます。 

平成 28（2016）年の調査結果と比較すると、特に宿泊業・飲食サービス業（▲73事業所、

▲1.1％、▲568 従業者、▲1.7％）及び卸売業・小売業（▲124 事業所、▲1.4％、▲565 従

業者、▲1.4％）が減少しています。 

日田市の産業大分類別事業所数・従業者数の構成比 

 

  

事業所数 割合 従業員数 割合 事業所数 割合 従業員数 割合 事業所数 従業員数

農林漁業 102 2.7% 1,313 4.7% 77 1.9% 822 2.8% 25 491

鉱業，採石業，砂利採取業 1 0.0% 16 0.1% 1 0.0% 22 0.1% 0 △ 6

建設業 391 10.2% 2,600 9.3% 414 10.1% 2,622 9.1% △ 23 △ 22

製造業 369 9.7% 4,640 16.6% 425 10.4% 4,931 17.1% △ 56 △ 291

電気・ガス・熱供給・水道業 11 0.3% 153 0.5% 6 0.1% 144 0.5% 5 9

情報通信業 11 0.3% 93 0.3% 16 0.4% 73 0.3% △ 5 20

運輸業，郵便業 85 2.2% 1,314 4.7% 82 2.0% 1,287 4.5% 3 27

卸売業，小売業 931 24.4% 5,235 18.7% 1,055 25.8% 5,800 20.1% △ 124 △ 565

金融業，保険業 54 1.4% 396 1.4% 66 1.6% 509 1.8% △ 12 △ 113

不動産業，物品賃貸業 295 7.7% 590 2.1% 302 7.4% 602 2.1% △ 7 △ 12

学術研究，専門・技術サービス業 119 3.1% 616 2.2% 115 2.8% 522 1.8% 4 94

宿泊業，飲食サービス業 437 11.4% 2,186 7.8% 510 12.5% 2,754 9.5% △ 73 △ 568

生活関連サービス業，娯楽業 346 9.1% 1,152 4.1% 374 9.1% 1,334 4.6% △ 28 △ 182

教育，学習支援業 106 2.8% 784 2.8% 107 2.6% 690 2.4% △ 1 94

医療，福祉 269 7.0% 5,280 18.9% 261 6.4% 5,228 18.1% 8 52

複合サービス事業 30 0.8% 289 1.0% 35 0.9% 321 1.1% △ 5 △ 32

サービス業（他に分類されないもの） 264 6.9% 1,351 4.8% 242 5.9% 1,201 4.2% 22 150

全業種 3,821 100.0% 28,008 100.0% 4,088 100.0% 28,862 100.0% △ 267 △ 854

令和3年 平成28年 差

（資料）総務省「平成 28 年、令和 3 年経済センサス 活動調査」 

 ※事業所数及び従業者数は公務を除く民営事業の数です。 
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（資料）総務省「平成 28 年、令和 3 年経済センサス 活動調査」 

 ※事業所数及び従業者数は公務を除く民営事業の数です。 
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⑤市内の商工業の特性 

【工業】：木材関連産業や飲料産業が多い 

 市内の工業は、市域の約 80％が森林という地理的要因もあり、木材や家具、パルプ・紙

などの木材関連産業が、事業所数及び従業者数においても、高い比率（事業所数 43.3％、

従業者数 29.8％）を占めており、基幹産業となっています。 

 これらの木材関連産業は、県内の製造品出荷額等においても高いシェア（木材 57.92％、

家具 35.94％）を有しています。また、豊富な地下水源を生かした飲料産業の製造品出荷額

等は、市内で最も多く、市内工業全体の約半数（44.71％ ※たばこ・飼料等を含む）を占

めています。 

 

（資料）経済産業省「令和 2年 工業統計調査」 

（事業所）
構成比

（％）
（人）

構成比

（％）

171 100.0 3,863 100.0 429,894,458 11,914,138 2.77

9 食料品 29 17.0 526 13.6 15,393,482 723,631 4.70

10 飲料・たばこ 15 8.8 398 10.3 12,731,142 5,326,883 41.84

11 繊維 11 6.4 201 5.2 2,034,357 96,250 4.73

12 木材 54 31.6 720 18.6 2,988,559 1,730,857 57.92

13 家具 18 10.5 364 9.4 1,071,016 384,941 35.94

14 パルプ・紙 2 1.2 69 1.8 3,645,711 X

15 印刷 5 2.9 29 0.8 1,255,503 17,787 1.42

17 石油・石炭 2 1.2 9 0.2 54,998,918 X

18 プラスチック 3 1.8 54 1.4 8,193,380 66,219 0.81

19 ゴム 1 0.6 4 0.1 2,284,960 X

20 なめし革 3 1.8 65 1.7 317,652 X

21 窯業・土石 9 5.3 88 2.3 11,403,763 135,852 1.19

24 金属製品 10 5.8 380 9.8 7,410,387 619,992 8.37

26 生産用機械 2 1.2 63 1.6 5,827,375 X

28 電子部品 1 0.6 257 6.7 26,925,981 X

29 電気機械 1 0.6 282 7.3 3,793,168 X

30 情報通信 1 0.6 219 5.7 17,361,457 X

31 輸送用機械 3 1.8 110 2.8 64,036,129 241,039 0.38

32 その他の製品 1 0.6 25 0.6 633,243 X

日田市の産業中分類別統計表（従業者4人以上）

総　数

大分県の製造

品出荷額等

【A】（万円）

日田市の製造

品出荷額等

【B】（万円）

【B】/【A】

（％）

事業所数 従業者数



10 

 

【卸売業】：食料・飲料卸売業や建築材料卸売業が多い 

 市内の卸売業の構成を産業小分類別の事業所数、従業者数の構成比から見ると、事業所

数では、食料・飲料卸売業が 17.6％（全国 9.4％、大分県 11.4％）、建築材料卸売業が 16.2％

（全国 10.3％、大分県 12.7％）、農畜産物・水産物卸売業が 12.0％（全国 9.1％、大分県

13.1％）の順に高くなっています。 

 また、従業者数では、建築材料卸売業 23.4％（全国 7.0％、大分県 12.5％）、食料・飲料

卸売業 18.1％（全国 10.2％、大分県 13.1％）、農畜産物・水産物卸売業 13.4％（全国 8.9％、

大分県 13.9％）の順に高く、全国・大分県と比較すると、事業所数、従業者数ともに、食

料・飲料卸売業や建築材料卸売業の比率が高い構成となっています。 

 しかしながら、飲食料品卸売業は、大手ドラッグストアの進出等による小売店の減少に

より、平成 28（2016）年の調査結果と比較すると、(▲12 事業所、▲6.4％、▲44 従業者、

▲4.4%)と減少しています。 

 

（資料）経済産業省「令和 3年 経済センサス活動調査」 

 



11 

 

【小売業】：その他食料品小売業がやや多い 

 市内の小売業の構成を産業小分類別の事業所数、従業者数の構成比から見ると、事業所

数では、その他の飲食料品小売業 14.8％（全国 13.7％、大分県 14.6％）、医薬品・化粧品

小売業 9.0％（全国 10.5％、大分県 9.4％）、自動車小売業 8.2％(全国 8.8％、大分県 8.8％)

の順に高くなっています。また、従業者数では、その他の飲食料品小売業 21.2％（全国 18.3％、

大分県 19.8％）、自動車小売業 8.3％（全国 7.2％、大分県 8.3％）、医薬品・化粧品小売業

7.6％（全国 9.1％、大分県 6.8％）の順に高く、全国・大分県平均と比較すると、事業所

数、従業者数ともに構成比に大きな変化は見られません。平成 28（2016）年の調査結果と

比較すると、飲食料品小売業（▲16 事業所、▲1.1％、▲42 従業者、+1.3％）及び燃料小

売業（▲6事業所、▲0.6％、▲30従業者、▲0.3%）の減少がみられます。 

 

（資料）経済産業省「令和 3年 経済センサス活動調査」 
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【サービス業】：飲食業や洗濯・理容・美容・浴場業、不動産賃貸業などが多い 

 本市のサービス関連産業の産業中分類別構成比は、事業所数では、飲食業 25.5％(全国

24.7％、大分県 25.0％)、洗濯・理容・美容・浴場業 19.4％(全国 16.1％、大分県 18.6％)、

不動産賃貸業・管理業 18.0％(全国 13.7 ％、大分県 11.1％)の順に高く、従業者数は、飲

食業 27.7％（全国 21.7％、大分県 23.0％）、洗濯・理容・美容・浴場業 11.6％（全国 6.3％、

大分県 7.9％）、不動産賃貸業・管理業 7.7％(国 6.1％、県 4.8％)、の順に高くなっていま

す。 

 また、全国や大分県と比較すると、事業所数では飲食業の比率が高く、従業者数では飲

食業、洗濯・理容・美容・浴場業の比率が高くなっています。 

 平成 28（2016）年の調査結果と比較すると、災害やコロナ禍等の影響により宿泊業（▲

11 事業所、▲1％、▲253 従業者、▲4.6%）が減少しています。 

日田市の事業所に関する統計―産業別集計（サービス関連産業） 

 

（資料）総務省「令和 3年経済センサス 活動調査」 

（注 1）サービス関連産業とは、「不動産業、物品賃貸業」、「学術研究、専門・技術サービス業」、「宿泊業、飲食サービス業」、「生活関

連サービス業、娯楽業」、「教育、学習支援業（注 3）」及び「サービス業（他に分類されないもの（注 4）」をさす。 

（注 2）「81 学校教育」を除く。 

（注 3）「93 政治・経済・文化団体」及び「94 宗教」を除く。  

（事業所）
構成比

（％）
（人）

構成比

（％）

サービス関連産業（注1）合計 1,414 100.0 5,694 100.0

不動産業、物品賃貸業 295 20.9 590 10.4

不動産取引業 19 1.3 49 0.9

不動産賃貸業・管理業 255 18.0 436 7.7

物品賃貸業 21 1.5 105 1.8

学術研究、専門・技術サービス業 119 8.4 616 10.8

学術・開発研究機関 1 0.1 2 0.0

専門サービス業（他に分類されないもの） 53 3.7 181 3.2

広告業 3 0.2 11 0.2

技術サービス業（他に分類されないもの） 62 4.4 422 7.4

宿泊業、飲食サービス業 437 30.9 2,186 38.4

宿泊業 40 2.8 427 7.5

飲食業 361 25.5 1,579 27.7

持ち帰り・配達飲食サービス業 36 2.5 180 3.2

生活関連サービス業、娯楽業 346 24.5 1,152 20.2

洗濯・理容・美容・浴場業 274 19.4 658 11.6

その他生活関連サービス業 42 3.0 203 3.6

娯楽業 30 2.1 291 5.1

教育、学習支援業（注2） 88 6.2 172 3.0

その他の教育、学習支援業 88 6.2 172 3.0

サービス業（他に分類されないもの）（注3） 129 9.1 978 17.2

廃棄物処理業 22 1.6 215 3.8

自動車整備業 47 3.3 177 3.1

機械等修理業（別掲を除く） 10 0.7 18 0.3

職業紹介・動労者派遣業 5 0.4 53 0.9

その他の事業サービス業 43 3.0 485 8.5

その他のサービス業 2 0.1 30 0.5

産業分類

事業所 従業者数
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⑥市内商工業の業況判断：コロナ禍からの社会経済活動の正常化が進み回復傾向へ 

 日田商工会議所が四半期毎に調査する市内の景況判断指数は、平成 29（2017）年 7 月の

九州北部豪雨以降、度重なる豪雨災害や、新型コロナウイルス感染拡大により、社会経済

活動が制限され、マイナス幅が広がっていましたが、令和 5(2023)年 5 月に感染症法上の位

置づけが 5 類感染症へ引き下げられたことで、社会経済活動の正常化が進み市内の景況感

は回復傾向にあります。 

しかしながら、ロシアのウクライナ侵略等に伴う、燃料や物価の高騰が景況感を押し下

げており、今後の動向を注視していかなければなりません。 

 

 

（資料）日田商工会議所調査「日田市中小企業景気動向調査」


